
日本年金機構の制裁規程について（案）  

平成21年6月29日  
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※ 資料中の赤字の箇所については、平成21年6月1日開催された第9回設立委員会に提出   

した資料を修正したものである。   



1．制裁規程について  

1．制裁規程の位置付け  
（1）日本年金機構法において、機構（設立委員会）は、制裁規程を作成し、厚生労働大臣の認可を受ける（変更の  

ときも同様）とされている＿。  
（2）制裁規程では、機構の役職員が法令等に違反し又は機構の役職員にふさわしくない行為を行った場合に制裁を   

課す旨を定めることとされている。  
※労働基準法においては、使用者が制裁の定めをした場合には、その種類及び程度に関する事項を就業規則に明示すべきと  
されている。   

2．制裁規程のポイント  
（1）制裁の種類としては、国家公務員の懲戒の種類と比較して、  

①民間企業に広く普及している「降格」、「諭旨解雇」を追加する  
②国家公務員法の懲戒処分ではないが、監督上の措置である「注意」及び「訓告」を、制裁として位置づける  
こととしている（職員の制裁の種類については、平成20年12月22日第4回設立委員会で決定済み）。  

（2）過去の年金業務への重大な信用失墜となった社会保険庁職員の非違行為類型については、独立の項目として  
制裁規程に明確に定める。  
※ 過去の非違行為：年金個人情報の目的外閲覧、違法な組合活動  

日本年金機構法（平成19年7月6日法律第109号）  
（制裁規程）  

第二十六条 機構は、業務開始の際、制裁規程を作成し、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。  

二 前項の制裁規程においては、機構の役職員が、この法律、厚生年金保険法、国民年金法、児童手当法、健康保険法若しくは船員保険革、これら  

の法律に基づく命令若しくはこれらの法律に基づいてする厚生労働大臣の処分若しくは機構が定める業務方法暮その他の規則に違反し、又は機  

構の役職員たるにふさわしくない行為をしたときは、当該役職員に対し、免職、停職、減給又は戒告の処分その他の制裁を課する旨を定めなけれ  
ばならない。   

附則  

第五条   （略）  

三 設立委員は、業務方法書、制裁規程その他厚生労働省令で定める規則を作成し、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。   

労働基準法（昭和22年7月6日法律第49号）  
（作成及び届出の義務）  

第八十九条 常時十人以上の労働者を使用する使用者は、次に掲げる事項について就業規則を作成し、行政官庁に届出なければならない。   

次に掲げる事項を変更した場合においても、同様とする。  
九 表彰及び制裁の定めをする場合においては、その種類及び程度に関する事項  
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2．制裁の種類について  

職員  

制裁の種類   

（1）注意   文書をもって注意を促す。   

（2）訓告   文書をもって将来を戒める。   

（3）戒告   文書をもって責任を確認し、将来を厳重に戒める。   

（4）減給   1回につき平均給与の1日分の半額以内の鏡を減給する。ただし、－給与支払い期間における減額の総額は、給与総額の10分の1以内とする。   

（5）停職   3月以内の期間、職務に従事させず、その間の給与は支給しない。   

（6）降格   役職を免じ、又は下位の等級若しくはクラスに格付ける。   

（7）諭旨解雇   諭旨して解雇する。この場合、情状を勘案し、退職手当の一部を支給することがある。ただし、諭旨に応じない場合は、懲戒解雇する。   

（8）懲戒解雇   予告期間を設けることなく即時に解雇する。退職手当は支給しない。   

制裁の種類   

（1）注意   文書をもって注意を促す。   

（2）訓告   文書をもって将来を戒める。   

（3）戒告   文書をもって責任を確認し、厳重に戒める。   

（4）減俸   1年以下の期間、報酬の月額の5分の1以下に相当する額を滅ずる。   

（5）解任   任期を待たずに解任する。この場合、情状を勘案し、退職手当の全部または一部を支給することがある。   

（参考）国と機構の処分の関係（国）  
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’3．制裁事由について   

第3条第1項  

載員 注意、訓告、戒告、減給、停職、降格、諭旨解雇、懲戒解雇  

第3条第2項   

職員 注意、訓告、戒告、減給、停職、降格  
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第3条第3項   

海員 諭旨解雇、懲戒解雇  

注）制裁は、情状により、減軽し、又は免除する場合がある。  
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（参考）  

日本年金機構法（平成十九年七月六日法律第百九号）   

第三節 年金個人情報の保護  

第三十八条 厚生労働省及び機構は、年金個人情報（厚生年金保険法第二十八粂に規定する原簿及び国民年金法事十四条に規定する国民年金原簿に記録  
する個人情報その他政府管掌年金事業の運営に当たって厚生労働省及び機構が取得する個人情報をいう∩以下この粂において同じ∧）を保有するに当たって  

は、それぞれその所掌事務又は業務を遂行するため必要な場合に限り、かつ、その利用の目的をできる限り特定しなければならない。  
2 （略）  

3 （略）  

4 厚生労働大臣（その委任を受けた者を含む。以下この条において同じ。）及び機構は、法律の規定に基づき、年金個人情報を自ら利用し、又は提供しなけれ  
ばならない場合を除き、利用目的以外の目的のために年金 

5 前項の規定にかかわらず、厚生労働大臣及び機構は、次の各号のいずれかに該当するときに限り、利用目的以外の目的のために毎金個人情報を自ら利用  
し．又は提供することができるnただし、年金個人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することによって、本人（当該年金個人情報によっ  

て識別される特定の個人をいう。以下この項において同じ。）又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限りでない。  
一 本人の周意があるとき、又は本人に提供するとき。  
二 厚生労働大臣及び機構が次に掲げる事務の遂行に必要な限度で年金個人情報を内部で利用し、又は相互に提供する場合であって、当該年金個人情報を  

利用し、又は提供することについて相当な理由のあるとき。   
イ 政府管掌年金事業の運営に関する事務   

口 全国健康保険協会が管掌する健康保険及び船員保険の事業に関する業務のうち、健康保険法又は船員保険法の規定により厚生労働大臣又は機構が  
行うこととされているもの   

ハ 介護保険法その他の法律の規定により、年金給付の支払をする際保険料その他の金銭を徴収し、これを納入する事務   
二その他法令の規定により厚生労働大臣又は機構が行う事務であって厚生労働省令で定めるもの   

三 次に掲げる事務を遂行する者に当該事務の遂行に必要な限度で年金個人情報を提供する場合であって、当該年金個人情報を提供することについて相当  
な理由のあるとき。   

イ 政府管掌年金事業の運営に関する事務のうち、法令の規定により厚生労働大臣又は機構以外の者が行うこととされているもの   
口 全国健康保険協会が管掌する健康保険及び船員保険の事業に関する業務（前号口に掲げるものを除く。）   
ハ 国民健康保険法の規定による被保険者の資格に関する事務   

二被用者年金各法（国民年金法第五条第一項第二号から第四号までに掲げる法律をいう。）による年金たる給付に関する事務   
ホ 年金給付と他の法律による給付との併給の調整に関する事務   

へ介護保険法その他の法律の規定により、厚生労働大臣をして年金給付の支払をする際保険料その他の金銭を徴収させ、 
卜 政府管掌年金事業に関連する事務であって厚生労働省令で定めるもの   

四 専ら統計の作成若しくは学術研究の目的のために年金個人情報を提供するとき、又は本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるとき。  
6 ■－10（略）  
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4．制裁の手続書について  

職員に対する制裁の手続きは、次のとおりとする。  
1．調査の実施（第7条第1項）  

○ 制裁の事由に該当する疑いのあると認められる事案が発生したときは、コンプライアンス担当部署の長は調査を指示する  

2．報告書の作成（第7条第2項）  
○ 調査実施者は「制裁調査報告書」を作成し、理事長に提出する  

3．職員制裁審査委員会の付託（第7条第3項）  

○ 制裁の事由に該当する行為があると思料したときは、理事長は職員制裁審査委員会に審査を付託する   

4．職員制裁審査委員会（第8条～第10条）  
○ 委員会の委員長は、副理事長をもって充てるものとし、委員は理事長が指名し、委員の1人は外部の有識者をもって充てる  
○ 委員会は、理事長から付託された事案について、審査を行う  

○ 委員会は、必要に応じて自ら調査を行う  

○ 委員会は、審査終了後、速やかに審査の結果を理事長に報告を行う  

5．制裁処分の決定（第6条）  
○ 理事長は、職員制裁審査委員会の報告を踏まえ、制裁の決定を行う  

5．公表について  

○ 機構は、戒告、減給、停職、降格、諭旨解雇又は懲戒解雇の制裁を行った場合には公表する。   

※ 制裁の事由に該当する行為の概要、制裁の種類及び程度、制裁年月日、所属、職名等の制裁を受けた者の属性に関する情報を、個人が  
識別されない内容のものとすることを基本として公表するものとする。  
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